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－ 35 － 
2 聞き取りの経緯と斉藤俊幸氏の活動の原点 
 
 斉藤俊幸氏への聞き取りは、2013 年 2 月 24 日の 16 時頃から約 1 時間半にわたり、愛媛県西
条市の西条国際ホテル会議室でおこなわれた。 
 1955 年生まれの斉藤氏は現在 57 歳。本来の肩書きは 1982 年に創立されたイング総合計画株
式会社の代表取締役であるが、これは夫人と 2 人で経営している名目的な組織とのことである。
いただいた名刺には他の肩書きとして、「地域再生マネージャー（ふるさと財団）」、「地域活性
化伝道師（内閣官房）」、「地域経営の達人（総務省）」の 3 つが掲載されている。 
 これらの肩書きからわかるように、斉藤氏は政府や財団の各種助成制度とうまく連携しなが
ら、全国の現場にアドバイスに出かけるという形で、地域づくりにかかわってきた。 
 表 1 は、斉藤氏のこれまでの軌跡を年表形式で整理したものである。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































なで切り開いてきたから強いのです。（日本インテリジェントトラスト 2007: 55） 

































－ 39 － 
る。斉藤氏の肩書きのひとつである「地域活性化伝道師」とは、内閣官房地域活性化統合事務
局がおこなっている地域活性化・総合コンサルティング業務にかかわる専門家集団のことで、









成功した斉藤氏のつぎのターゲットは、高知県の土佐市と本山町である（表 1 の No.5, 6, 9；2009
～11 年度）。しかし本稿では論理展開の都合上、2010 年度に実施された秋田県由利本荘市での
取り組み（表 1 の No.8）を先に紹介したい。 






















 第 1 回の合宿は 2012 年 12 月 26 日から 30 日の 4 泊 5 日にわたっておこなわれ、定員 30 名に
対して 33名の参加者があった。参加者の居住地は秋田県内が 16名、県外が 17名とほぼ半々で、
遠いところでは香川県や福岡県からの参加もあった。これ以降、2012 年 7 月～8 月の合宿まで

























受け入れた隊員数は、2009年度から 12年度までの 4年間で延べ 1,376人におよぶ（総務省 2013a）。 
－ 41 － 
 おもに大都市圏から地方部の市町村に住民票を移し、地域に住み込んで「地域協力活動」を
おこなう隊員 1 人につき 400 万円を上限とする財政支援（特別交付税）に加えて、自治体 1 団
体あたり 200 万円を上限とする募集経費が総務省から交付される。「地域協力活動」とは、地域
おこしの支援、農林水産業への従事、水源保全・監視活動、環境保全活動などをいう。委嘱期
間はおおむね 1 年以上最長 3 年で、3 年を超える場合は特別交付税による支援は受けられない
（総務省 2013b）。 
 総務省地域力創造グループ人材力活性化・連携交流室が 2012 年 7 月 1 日に自治体経由でおこ
なった実態調査（総務省 2013e）によれば、隊員の性別は男性が約 6 割、年齢層は 20 代が 44%、
30 代が 36%で、20 代と 30 代をあわせると全体の約 8 割を占める。また、2010 年 11 月時点の
調査によれば、隊員になる以前の職業はフルタイムの有職者が 53%と最も多く、無職（20%）、
学生（14%）がこれに続く。さらに、2012 年 1 月時点の調査によれば、任期後の動向は、定住
が 67%、非定住 23%、未定が 10%となっている（総務省 2013f）。 
 要するにこの制度は、大都市圏での職業生活に疑問を感じた 20 代から 30 代くらいの若者の
地方への移住をうながすことによって地域の活性化（および若者自身の自己実現）につなげよ
うとするものであり、隊員の 3 人に 2 人は実際にその後も地域に定住する意向を示しているこ
とから、都市から地方への人口移動および地方の高齢化対策に実際に貢献していることがわか
る。 
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－ 44 － 
のひとつは、地域づくりの事例には歴史や風土や文化といった個別性があまりにも多く関与し
すぎているために、そこから一般的な法則性を抽出することがむずかしかったことであろう。
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